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日本酒の需要動向と原料米の使用量について

○ 日本酒原料米の使用量については、日本酒出荷量の減少に伴い減少傾向にある。
○ 令和５年は、国内出荷量については、酒造好適米を多く使用する特定名称酒は前年と同水準で推移したも

のの、一般酒が対前年比▲６％と減少し、日本酒全体としては、対前年比▲３％と減少。輸出量についても、
アメリカ、中国等への輸出の減少により、対前年比▲19％と減少。

○ 令和６年は、国内出荷量については、特定名称酒が対前年比▲２%、一般酒が対前年比▲４％と減少し、
日本酒全体としても、対前年比▲３％と減少。輸出量については、アメリカ、韓国等への輸出の増加により、
対前年比＋６％と回復。
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○ 日本酒の国内出荷量の推移 ○ 日本酒原料米の使用量

資料：農林水産省による推計値。

（単位：千トン）

○ 日本酒の輸出量の推移

資料：「貿易統計」（財務省）。年は暦年。
 注：ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。

平成

10年産 15年産 20年産 25年産 30年産
令和

元年産 ２年産 ３年産 ４年産

日本酒原料米 405 315 261 243 227 206 180 184 198

酒造好適米 99 75 77 76 88 83 70 67 73

加工用米 86 89 74 95 90 85 63 67 71

その他 220 151 110 72 49 38 47 50 53

（単位：ｋｌ）

資料：日本酒造組合中央会調べ。年は暦年。令和６年は概算値。石川県のデータが令和５
年12月以降一部未集計となっている。

注１：国内出荷量は、清酒課税移出数量。
 ２：日本酒は、一般酒のほか、原料、製造方法等の違いによって吟醸酒、純米酒、本醸造

酒等に分類され、これらを総称して「特定名称酒」という。
 ３：ラウンドの関係で計と内訳が一致しない場合がある。

（千kl）

一般酒

特定名称酒

平成 令和

平成 令和

10年 15年 20年 25年 30年 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 対前年比

8 8 12 16 26 25 22 32 36 29 31 106%

アメリカ合衆国 1 2 4 4 6 6 5 9 9 7 8 123%

中華人民共和国 0 0 0 1 4 5 5 7 7 6 5 92%

香港 1 1 1 2 2 2 3 3 3 2 2 87%

台湾 4 2 2 2 2 2 2 3 3 3 3 93%

大韓民国 0 0 2 4 5 3 2 2 4 4 5 117%

その他 2 2 3 4 6 6 5 8 10 7 8 109%

日本酒輸出量



酒造好適米の需要に応じた生産について

○ 酒造好適米の需要に応じた生産に向けて、生産及び実需の関係者による「日本酒原料米の安定取引に向け
た情報交換会」を毎年開催するとともに、需要に応じた生産を行うための指標として、平成28年度から全酒
造メーカーを対象とした酒造好適米等の需要量調査を実施。

○ 令和６年７月に実施した需要量調査によると、令和５年産の全体需要量（推計値）は79～81千トン程度、
令和６年産の全体需要量（推計値）は81～83千トン程度、令和７年産の全体需要量（推計値）は82～84千
トン程度と見込まれる。

○ 令和５年産については、生産量（推計値）が全体需要量（推計値）を12～14千トン程度上回っているも
のの、生産及び実需の関係者からは、実際には集荷量のほぼ全てが酒造メーカーと結び付いており、過剰感
はないとの声が多く、その差は全体需要量を聞き取り結果（回答率約６割）から推計していることによるも
のと考えられる。

○ 令和７年産については、各産地において、今後、全体需要量が変動する場合があることに留意するととも
に、令和６年産の生産動向及び酒造メーカーからの最新の需要動向等を踏まえ、引き続き需要に応じた生産
に取り組むことが重要。
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速報値を
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に推計
（注2）

今後、生産量

（検査数量）が

明らかとなった

段階で検証

回答率約６割か

らの推計値であ

り、実際には集

荷量のほぼ全て

が酒造メーカー

と結び付いてい

るとの声が多い

（単位：千トン）

注１： 各年産の全体需要量（推計値）は、令和６年７月に実施した需要量調査の数量ベース回答率が、令和４年産酒造好適
米の全体需要量（73～74千トン）と当該調査の令和４年産の需要量（約60千トン）から約81～83％と推計されるため、
各年産の調査結果の需要量を当該割合で除することにより算出。

注２： 生産量は、農産物検査数量（醸造用玄米）の値。ただし、令和５年産は、令和６年３月31日現在の速報値を直近３カ年
の３月31日現在の農産物検査の進捗率により確定値見合いに推計。

酒造好適米の全体需給状況の見通し（推計）調査の実施状況

令和６年度

調査期間 令和６年７月

調査対象
酒造メーカー

1,205社

回答数 711社

回答率
（数量ベース）

81～83％



⑤ コメの輸出・輸入
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コメ・コメ加工品の輸出実績



商業用のコメの輸出数量及び輸出金額の推移

○ 2024年のコメの輸出数量は対前年比17％増の2,793トン、輸出金額は対前年比29％増の830百万円
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資料：財務省「貿易統計」（政府による食糧援助を除く。）
注１：2024年１～12月の輸出金額上位国・地域を記載。
注２：（ ）内は対前年同期増減率である。
注３：「ー」は貿易統計上、実績が計上されていないことを示す。
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● パックご飯等の輸出実績 ● 米菓の輸出実績
（単位：億円）

● コメの輸出実績
（単位：億円）
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■パックご飯等の輸出先国・地域内訳 (金額ベース)(2024年) ■米菓の輸出先国・地域内訳 (金額ベース)(2024年)■コメの輸出先国・地域内訳 (金額ベース)(2024年)

（単位：億円）

○ コメについては、米国や香港等において、日本産米を扱うおにぎり屋や寿司店等の日本食レストランの増加等、外食向
けを中心に需要が増加。2024年の輸出額は120億円（対前年比＋28％）となり、直近５年間で約2.6倍に増加。

○ パックご飯等については、アメリカを中心にEC・小売店等からの需要が増加。2024年の輸出額は14.3億円
（対前年比＋44%）となり、直近５年間で約2.8倍に増加。

○ 米菓については、台湾を中心に小売店等からの需要が増加。2024年の輸出額は66億円（対前年比＋８％）となり、直近
５年間で約1.5倍に増加。

（+67％） （-５％）（+29％）
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農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略

３つの基本的な考え方と具体的施策

 海外で評価される日本の強みがあ
る輸出重点品目（現在２９品目）
を選定し、各品目でターゲット国
・地域と輸出目標を設定

 輸出重点品目についてオールジャ
パンによる輸出促進活動を行う
認定品目団体の取組の強化

 輸出先国・地域に輸出支援プラッ
トフォームを設置し、現地で輸出
事業者を専門的・継続的に支援

 リスクを取って輸出に取り組む事
業者の投資への支援（公庫融資、
税制特例等）

 マーケットインの発想に基づく輸
出産地・事業者の育成・展開

 地域ぐるみの生産・流通の転換に
よる輸出産地の形成を支援すると
ともに、「フラッグシップ輸出産
地」（仮称）を選定し支援

 輸出人材の育成・確保
 輸出を後押しする農林水産事業者

・食品事業者の海外展開の支援

 輸出先国・地域における輸入規制
の撤廃・緩和に向けて政府一体と
なった協議を実施

 輸出加速を支えるため、輸出証明
書発行や施設認定など輸出先国・
地域の規制への対応について、政
府一体となって体制整備

 我が国の強みである、優れた品種
や技術、特有の食文化等の知的財
産を守り「稼ぎ」に変えるための
知的財産対策の強化

１．日本の強みを最大限に発揮
するための取組

２．マーケットインの発想で輸出に
チャレンジする事業者の支援

３．政府一体となった輸出の
障害の克服

 政府の輸出額目標（2025年までに2兆円、2030年までに5兆円）達成には、成長する海外市場で稼ぐ方向
への転換が必要。本戦略は農林水産事業者の利益拡大と輸出拡大を実現するために策定
（令和２年12月農林水産業・地域の活力創造本部決定、令和５年12月最終改訂）

 輸出拡大には、海外市場で求められるスペック（量・価格・品質・規格）の産品を専門的・継続的に生産
販売する体制（プロダクトアウトからマーケットインへの転換）が必要

 本戦略では、３つの基本的考え方に基づいて政策を立案
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